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たのだろうか。ASEAN は 1967 年インドネシア・マレーシア・フィリピン・シンガポール・タ
イによる「ASEAN 宣言」をもって創設された。1975 年ベトナム・ラオス・カンボジアでの共
産主義勢力の勝利に対抗するものとして、ASEAN は 1976 年に次の二つの取り決めにより政
治・安全保障協力を打ち出した。締結国が紛争や内戦要因を平和的に解消することを定めた「東
南アジア友好協力条約」、そして政治・安全保障の協力を定めた「ASEAN 協和宣言」である。
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これらにより締結国間の協調は形成されたが、米ソ冷戦の下東南アジアは新米か親ソで二分さ
れ「二つの東南アジア」と呼ばれる相互不信の時代であった。 





また ASEAN の領域を名実ともに東南アジア全体に拡げる期待でもあった。1991 年ソ連の崩壊





アナン首相が ASEAN 自由貿易地域（AFTA）の創設を提唱し、1992 年には第 4 回 ASEAN 首脳
会議で AFTA 創設を正式決定し、農産物を除く主要貿易品目の域内関税を 0-5%に引き下げるこ
とで合意に至った。 
ASEAN は東南アジア大陸部の非加盟国 4 カ国を巻き込んで拡大していった。先ずベトナム
が 1995 年に、続いてラオス・ミヤンマーが 1997 年に、カンボジアが 1999 年に加盟し、全加盟







折しも 1997 年 7 月タイで始まったアジア通貨危機は、東南アジア諸国に経済的な強靭性が必
要であることを知らしめた。危機に面して、マレーシアのマハティール首相が提唱した「汝の
                                                                 
3 1980 年代までに加盟していた東南アジア諸国（ブルネイは 1984 年加盟）6 カ国は、1990 年代の新規加
盟国と対比させて ASEAN6 または原加盟国と呼ばれ、新規加盟の 4 カ国は ASEAN4 または国名の頭文字を
取って CLMV と呼ばれる。 
4  国際情勢の変化に加え、ASEAN 諸国内でも経済開発の主導性を後押しする一定の政治経済的傾向が見
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隣人を繁栄させよ（Prosper Thy Neighbour）」の精神に見られるように、ASEAN 経済の相互依
存性と協調の必要性が更に認識された。そして 1997 年 12 月には ASEAN 非公式首脳会議にて
「ASEAN ビジョン 2020」の中で共同体構想が提示された。2020 年までの目標として、1) 東南











 2000 年には ASEAN 内のより発展した国が低開発国を支援することで同意し、事実上 CLMV
への援助枠組みとして「ASEAN 統合イニシアティブ（IAI）」を定めた。5 2002 年 11 月 ASEAN
首脳会議でシンガポールのゴー･チョクトン首相が ASEAN 経済共同体（ASEAN Economic 
Community: AEC）を提案してから驚異的な速さでこの案は具現化する。2003 年 1 月には当初の
予定よりも早く ASEAN6 の間で AFTA が発効し、関税 5%以下の自由貿易地域が出現した。同
年 10 月には「第二 ASEAN 協和宣言」採択により、ASEAN 共同体を設立することが正式に決
定した。ASEAN 共同体は、先に提案された AEC の他に、ASEAN 政治安全保障共同体（ASEAN 
Political and Security Community: APSC）、ASEAN 社会文化共同体（ASEAN Socio-Cultural 
Community: ASCC）の 3 本柱からなる。最も具体性を持っているものは AEC であり、ASEAN
にとっての経済的動機の重要性を示している。 
 2007 年「ASEAN 共同体創設の加速化に関するセブ宣言」では、地域情勢や経済情勢の課題
に対応するためにより強靭で統一性・結合性のある ASEAN を目指すとしている。本宣言では、
ASEAN 共同体の設立を 2015 年に前倒しすることも定め、同時に ASEAN の基本条約である
「ASEAN 憲章」を採択（2008 年発効）した。ASEAN は長らく憲章が存在しないまま連合体を
維持してきたが、ここで組織的な体裁が整った。2009 年には、CLMV 支援を強化する「IAI 戦
略枠組み」「第二 IAI 実施計画（2009-2015）」を打ち出し、共同体設立への道程を示した「ASEAN
共同体ロードマップ（2009-2015）」に合意した他、国際的な開発課題であるミレニアム開発目
                                                                 
5 IAI の主な援助内容は、競争力強化に必要な教育・スキル開発・職業訓練などである。 
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標への貢献を示す「ASEAN の MDGs 達成合同宣言」により世界的目標に向けての参加意欲も











経済統合を通して単一市場・単一生産拠点の創出を目指す AEC は ASEAN 共同体形成の牽引
力となっており、AEC の成否が ASEAN 全体の地域協調のあり方をも決定づける。以下では、
AEC の特徴について制度面の概要と経済統合の実態から考えてみたい。制度面では、AEC に先
行して 1998年締結のASEAN投資地域（AIA）、1987年締結のASEAN投資促進保護協定（AIGA）、
そして 2003 年・2010 年に段階的に確立した AFTA により、投資と貿易の自由化が進められて
いた。AEC 形成に向けて加速する目的から、2007 年には AIA と AIGA を統合することで合意
し、2009 年 ASEAN 包括的投資協定（ACIA）署名に至った。 
 AEC 設立で同意してから、その案が具体性に欠けることが再三指摘されてきたため、2007







が注がれている分野はインフラ開発で、シンガポール＝昆明鉄道（Singapore Kunming Rail Link: 
SKRL）、ASEAN 単一航空市場（ASEAN Single Aviation Market: ASAM）、単一海運市場（ASEAN 
Single Shipping Market: ASSM）などがある。更に 2010 年には総合計画として「ASEAN 接続性
マスタープラン（Master Plan on ASEAN Connectivity: MPAC）」を採択し、物理的・制度的・人
的連結性を強化するとした。こうした具体的大事業も包含したブループリントは一見したとこ





AEC ブループリントによる制度作りの一方で、実際に AEC 設立に向けての経済統合はどん
な特徴を持っているのだろうか。AEC により単一市場が生まれれば、総人口 5 億 7,700 万人の
一大市場となる。ASEAN の経済規模は、世界 GDP 比では 3.1%と小規模であるが、世界人口比
では EU を凌ぐ 8.5%、世界貿易比では中国に次ぐ 6.9%を占めている（表 1）。また GDP 成長率
は 2010 年 7.8%、2011 年 4.7%と世界水準よりも高い（ASEAN Macroeconomic Indicators）。 
 
表 1：ASEAN と主要国の経済規模 
 世界人口比（%）* 世界 GDP 比（%）** 世界貿易額比（%）*** 
ASEAN（10 カ国） 8.5 3.1 6.9 
EU（27 カ国） 7.0 26.2 20.0 
米国 4.5 25.9 11.9 
中国 19.0 11.7 8.9 
日本 1.8 9.5 4.8 
*2010 年、**2011 年。***2010 年。 
出所： ASEANstats.  http://www.asean.org/resources/2012-02-10-08-47-55 
Eurostat  http://epp.eurostat.ec.europa.eu/portal/page/portal/eurostat/home/ 
 
 
では実際に ASEAN 諸国間の貿易関係はどの程度強いのだろうか。2011・2012 年域内輸出額
の比率は、タイとの経済関係が強いラオスが最も高く 55.0%・44.1%、タイ・シンガポールとの
経済関係が強いミヤンマーが 48.7%・35.1%、シンガポールが 31.2%・31.8%であったが、これ
以外の国の域内貿易額比率は、全て 10-20%代である（表 2）。ASEAN 諸国にとっての主要輸出
先は米国、日本、EU に加え、近年では中国が重要になっている。ラオス、ミヤンマーについ
ては、2009 年には域内輸出額比率がそれぞれ 80.6%、50.4%であったことと比べると域内輸出
は急速に縮小している（ASEAN Merchandise Trade Statistics Database）。6 これは東南アジア大陸
部諸国に対して優位にあるタイやシンガポールの市場の比重が減り、中国やインドなどASEAN
域外の新興経済とより密接な貿易関係を築きつつあることから来る。ラオスもミヤンマーも主 
                                                                 
6 この 2 カ国は輸出額自体が小規模であるため ASEAN 全体の域内輸出額比率には大きな影響を与えてお
らず、ASEAN 全体の傾向としてはほぼ横ばいである。 
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表 2：ASEAN 域内輸出額比率（百万ドル・%） 
 2011 2012 
Country/region US$ million % US$ million % 
Brunei Darussalam 1,721.1 13.9 1,737.1  13.2  
Cambodia 833.7 12.4 990.5  13.3  
Indonesia 42,098.9 20.7 41,831.1  22.0  
Lao PDR 959.8 55.0 1,170.2  44.1  
Malaysia 56,049.7 24.6 60,952.0  26.8  
Myanmar 3,957.4 48.7 2,639.5  35.1  
Philippines 8,635.3 18.0 9,804.4  18.9  
Singapore 127,544.5 31.2 130,235.5  31.8  
Thailand 72,226.6 31.6 56,729.6  24.7  
Viet Nam 13,504.8 14.2 17,445.7  15.2  
   ASEAN 327,531.8 26.4 323,535.6  25.8  
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表 3：ASEAN 域内輸入額比率（百万ドル・%） 
 2011 2012 
Country/region US$ million % US$ million % 
Brunei Darussalam 1,191.1 48.4 1,603.0  43.6  
Cambodia 2,170.1 35.4 4,152.5  37.0  
Indonesia 57,254.3 32.3 53,823.4  28.1  
Lao PDR 1,570.5 71.1 1,167.0  33.3  
Malaysia 52,090.0 27.8 55,078.0  28.0  
Myanmar 3,250.3 47.8 2,879.4  44.1  
Philippines 15,040.3 23.6 14,953.9  22.9  
Singapore 78,126.4 21.4 80,087.5  21.0  
Thailand 39,224.2 17.0 42,805.9  17.3  
Viet Nam 20,793.2 20.0 20,874.6  18.4  
   ASEAN 270,710.4 23.6 277,425.1  22.7  
出所： ASEAN Merchandise Trade Statistics Database より作成。 
 
ASEAN 全体の域内貿易額比率は輸出入どちらも 20%代であるが、他地域の域内貿易比率と
して MERCOSUR の 16%、アフリカの 12%、アンデス共同体（エクアドル・コロンビア・ペルー・
ボリビア）の 8%などと比べると ASEAN 域内貿易の比重は多少高いが、EU では 65%、NAFTA
は 51%であることを見ると ASEAN の域内貿易統合度は低い（WTO, International Trade Statistics, 




に FTA を結んできた。2002 年 ASEAN は中国と FTA を形成することで同意し 2010 年に発効に
至った。これは人口と名目 GDP において世界最大の FTA である。この約 9 割の品目の関税が
撤廃されたことで、ASEAN にとっての域内貿易率は益々低下している。7 
 次に ASEAN への域内・域外からの海外直接投資（FDI）比率を見てみよう。ASEAN 域内か
らの FDI は 2009-2011 年では 10%代から増加傾向にあるものの、2011 年でも 23%に留まる。つ
                                                                 
7 同様に ASEAN は韓国、インド、オーストラリア・ニュージーランドとも FTA を結んだ。日本とは、
ASEAN 加盟国が 2008 年以来それぞれ経済連携協定（EPA）を締結し、物品貿易の自由化・円滑化、サー
ビス貿易の自由化、投資の自由化と保護などを定めた。 
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まり ASEAN は域外から FDI の大部分を呼び込まざるを得ない。特に、米国、日本、EU から
の FDI をあわせると 30-40%代を占めてきたことから、先進工業国への資本依存度は大きい（表
4）。AEC による地域統合で域内経済関係の強化が最優先課題と思われがちだが、実際には
ASEAN の域内経済協力は「集団的外資依存輸出志向型工業化」（清水、2009: 8）とも称せる特
徴を持ち、先進工業国から ASEAN 諸国への製造業の移転を推進するなどして ASEAN 域外の
資本と市場に依存してきた。 
 
表 4：ASEAN への域内・域外からの FDI 比率（百万ドル・%） 
Partner 
country/region 
2009 2010 2011 
US$ million % US$ million % US$ million % 
ASEAN 6,300.2  13.4  14,322.7 15.5 26,270.7  23.0  
USA 5,704.3  12.2  12,771.6 13.8 5,782.7  5.1  
Japan 3,789.9  8.1  10,756.4 11.7 15,015.1  13.2  
EU 8,063.1  17.2  17,012.1 18.4 18,240.5  16.0  
China 1,852.6  4.0  2,784.6 3.0 6,034.4  5.3  
South Korea 1,794.0  3.8  3,764.2 4.1 2,138.3  1.9  
Australia 993.0  2.1  2,584.9 2.8 1,338.0  1.2  
India 616.4 1.3  3,351.5 3.6  (1,848.5)  (1.6) 
Others 17,783.3  37.9  24,930.6 27.0 41,139.5  36.1  
Total FDI 46,896.7  100.0  92,278.6 100.0 114,110.6  100.0  
出所：ASEAN Foreign Direct Investment Statistics Database より作成。 
 
 以上のように、従来から域外の市場と資本に依存してきた ASEAN は、AEC 設立決定後も一
層積極的に域外のアジア諸国や欧米との経済関係を強化してきた。アジア太平洋に対しては特
に国別あるいは ASEAN として FTA や EPA を締結している。実際のところ、急速に見える AEC
設立に向けての進展も、域外のアジア太平洋諸国との経済関係の強化の一手段として使われて
いることは否めない。  




形成に牽引される ASEAN が地域協調の新枠組みとなり得るかは、国際社会における ASEAN
の位置付け（対外的特徴）と、ASEAN 内部の相互関係（対内的特徴）の二つに分けて考える
ことができよう。 
 先ず AEC を中心として急速に地域統合を進めることで、ASEAN の国際的な位置付けと役割
は確実に重要になっている。既に多くの地域協力の中に ASEAN は位置付けられており、国際
協調や地域協調の中核となっている場合も多い。ASEAN＋3、ASEAN＋6、ASEAN＋8、ASEAN
＋10 は ASEAN が中心的役割を担う協力連携であり、アジア太平洋経済協力（APEC）、ASEAN
地域フォーラム（ARF）、アジア欧州会合（ASEM）なども、ASEAN が欠かせない構成員となっ
ている。8 今後の AEC の発足とそれに続く ASEAN 共同体設立に向けての動きは、対外的には地域
協調に十分貢献し得るものである。 




野である。先述の通り、2010 年には ASEAN6 で殆どの関税は撤廃された上、2015 年に CLMV
でも殆どの関税が撤廃される見込みである。もう一方で AEC 実現における問題点も指摘される。
例えば多くの非関税障壁が AEC の設立を阻むとされ、特に通関手続きの問題は最も大きな障壁
となっている（Austria, 2009）。またサービスの自由化の遅れが指摘されており、2009 年から 2012
年までの間具体的サービス分野の合意はなかった（日本貿易振興機構、2012；日本貿易振興機
構、2013）。また、ASEAN の合意事項も加盟国内の批准や国内法への適用に遅れが生じ、2012





                                                                 
8 ASEAN＋3 は ASEAN と中国・日本・韓国、ASEAN＋6 はそれにオーストラリア・ニュージーランド・










ると純粋に経済的な意味においては AEC が不要と見なされることもあり得るからだ。 
更に、AEC 形成の大きな問題は加盟国の経済発展度の格差であるとされる。一般には ASEAN
の域内格差と言うと ASEAN6 対 CLVM の格差を指す。但し実際に ASEAN の一人当たり国内総
生産（GDP）の推移を見ると、高所得国であるブルネイおよびシンガポールと、その他の国の
対照性が際立っており、過去 30 年間では特にシンガポールの一人当たり GDP 増加は著しい（図




図 1： 一人当たり国内総生産（GDP）推移（購買力平価 PPP、米ドル） 
 
出所：International Monetary Fund, World Economic Outlook Database, April 2013 より作成。 
 





 健全な経済構造・経済関係の構築の他に、改善が求められる点として ASEAN の組織制度と
政治体制の問題がある。ASEAN の制度面では、ASEAN 外相会議が最高意思決定機関であり、
経済協力の推進は経済閣僚会議によって行われてきたことが問題視されてきた。2007 年
ASEAN 憲章の制定と共に ASEAN 首脳会議が最高意思決定機関となり、議長国制度を導入する
など、ASEAN の組織化を強める動きも始まった。こうした共同体の制度作りの行方は精査す
る必要があろう。 
 ASEAN 諸国の政治的特徴について ASEAN 関係者は楽観視する向きもある。ASEAN 憲章が
民主的価値、人権、基本的自由を謳ったことから加盟国はこれらの価値を支持しているとして
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込んできた。AEC の創設も国際的な貿易と投資の自由化の枠内へ更に組み込まれることを促進
するものだ。 
 ASEAN にとっては域内先進国が更に発展して AEC を牽引するようになるシナリオが現実性
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